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１ 条例改正の主旨 

令和３年５月に公布された「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関

する法律」により、個人情報保護法が改正されました。この法改正により、地方自治

体がそれぞれ整備していた個人情報保護制度は、個人情報保護法による全国的な共通

ルールに統合されることとなりました（地方自治体には令和５年４月１日から適用）。 
区では、世田谷区個人情報保護条例を制定し、個人情報の適正な取扱いや、区民の

自己に関する個人情報の開示・訂正等を求める権利の保障に取り組んできましたが、

法改正により、条例の大幅な見直しを行う必要が生じました。そこで、法改正の趣旨

を踏まえつつ、区民の皆さんの個人情報保護のためにこれまで積み重ねてきた取組み

について、可能な限り制度として継承していきたいと考え、情報公開・個人情報保護

審議会への諮問や、パブリックコメント（令和４年９月１５日～同年１０月６日）を

実施しました。 
この度、世田谷区個人情報保護条例（全部改正）が令和５年４月１日に施行されま

したので、公表いたします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 条例改正の基本方針 

①区がこれまで実施してきた、区民の個人情報保護に係る先進的かつ丁寧な保護

施策を維持・発展させる制度設計に努めます。 
②区が扱う個人情報は、原則、区民が情報主体であることを十分に意識し、今後

は一層、その実効性を担保しうる運用上の工夫に努めます。 
③行政への区民参加・区民監視の制度として審議会制度は有効であり、審議会を

個人情報保護制度の運用に引き続き十分に活用します。 
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３ 改正条例のスタイル 

現在は、区独自の制度として様々な事項を網羅する全５６条から成る条例を定めて

いますが、法改正により、区の個人情報保護制度の大半は法が定めるところとなりま

す。これにより、改正後の条例は、以下の事項を定める全１４条の構成としています。 
①法において条例で定めるとされている事項 
②法に矛盾・抵触しない範囲において条例で定めることが可能な区独自の取組み 

 

 

４ 条例改正の主なポイント 

（１）審議会への意見聴取等 

改正個人情報保護法 

国は、法及び国が設置する個人情報保護委員会が策定するガイドライン等の適正な

運用をもって、個人情報の適切な管理が担保されることから、自治体が設置する審議

会等に対し、外部委託、外部提供、目的外利用等に該当する個別事案の審議を諮問す

ることは許容されないとの見解を示しています。 

改正条例（区としての対応） 

審議会には、審議会条例に基づく区長の附属機関として、今後も以下のように制度

運用に関与していただき、区民の皆さんの個人情報保護をより確実なものとしていき

ます。 
  ●条例や個人情報保護のための安全管理措置基準などの整備・改廃時の意見聴取。 

●外部委託、外部提供、目的外利用等の案件のうち、要配慮個人情報及び条例要配

慮個人情報を含むものは審議会に報告。個人情報漏えい事案発生時に報告。 

 

 

第１条 目的（条例の目的） 第８条 開示決定等の期限 

第２条 
定義（条例で用いる用語の定

義） 
第９条 

開示請求に係る手数料及び費

用負担 

第３条 実施機関等の責務 第１０条 訂正決定等の期限 

第４条 
情報公開・個人情報保護審議会

への意見聴取等 
第１１条 利用停止決定等の期限 

第５条 
総括個人情報保護管理者の設

置等 
第１２条 実施状況の公表 

第６条 条例要配慮個人情報 第１３条 国等への要請 

第７条 条例個人情報ファイル簿 第１４条 
委任（条例施行の必要事項を規

則に委任） 
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これまで行っていた個別事案の諮問に代わり、以下のような対応を講じます。 

①法第６６条の安全管理措置を行うため審議会から意見を聴取し、運用ルールに基

づく細則（審査基準）を策定し、各所管課は事業実施の際に事前チェックを行い

ます。 
②外部委託、外部提供（注１）、目的外利用（注２）等を行った案件のうち、要配慮

個人情報（病歴、犯罪経歴、身体障害・知的障害・精神障害等）及び条例要配慮個

人情報を含むものは、審議会に事後報告を行います。そのうち、審議会が必要と

認めた場合には、所管課に説明を求めることができることとします。 
③運用ルールに基づく細則（審査基準）に基づく事前チェックが適切に行われてい

るかなどを確認するため、新たに監査体制を構築します。 
（注１）（注２） 法では「法令に定める場合」や「本人同意がある場合」は、外部提供

や目的外利用が認められており、審議会への事後報告も「法令に定める場合」や「本人

同意がある場合」は対象外とします。 
 
  ◆新たな個人情報保護条例における審議会の関与等（イメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ◆新たな個人情報保護制度における法と条例及び規則との関係（イメージ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

《改正前》 

 
《改正後》 

 

審議会による審査 

（所管課へのヒアリング等） 

審議会が関与した審査基準 

（基準整備時に意見聴取） 

＋ 

＋ 

審査基準に基づく所管課審査 

（審査後に事務局あて報告） 

審議会による審査結果の確認 

（事務局から定期的に報告） 

改正個人情報保護法（全１８５条） 

改正個人情報保護条例（全１４条） 

＋ 
新たな個人情報保護制度 

（令和５年４月１日施行） 

世田谷区個人情報の保護に関する規則 

・個人情報保護管理基準（法第６６条に基づく安全管理措置） 

・その他運用上の細則（審査基準等）を規定 
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（２）その他の事項（一覧） 

項目 現行条例 改正個人情報保護法  改正条例 

◆条例要配

慮個人情報 
（注３） 

「条例要配慮個人情

報」の定義規定はあ

りません。 

「要配慮個人情報」

（注３）以外に「条

例要配慮個人情報」

を条例で定めるこ

とができます。 

①国籍、②性的マイノリテ

ィ、③ドメスティック・バ

イオレンスの３項目を「条

例要配慮個人情報」として

定めることとします（いず

れも、世田谷区多様性を認

め合い男女共同参画と多

文化共生を推進する条例

の規定）。 

◆個人情報

ファイル簿 
（注４） 

区では、「個人情報業

務登録票」、「個人情

報ファイル票」など、

５種類の帳簿を作

成・公表しています。 

取扱人数の基準を

「１，０００人以

上」とした「個人情

報ファイル簿」の作

成・公表義務が定め

られています。 

現行条例における「個人情

報ファイル票」を発展させ

る形で、「個人情報ファイ

ル簿」を作成・公表するこ

ととし、それ以外の帳簿は

作成しないこととします。

また、改正法において作

成・公表義務の対象ではな

い取扱人数「１，０００人

未満」の個人情報ファイル

簿も対象とし、作成・公表

することとします。 

◆ 個 人

情 報 等

の開示・

訂正・利

用停止 
請求 

手 
数 
料 

手数料は無料と定め

ています。ただし、写

しの交付の場合は実

費（コピー代等）の負

担があります。 

条例で定める額の

手数料を納めるこ

ととされています。 

現行条例と同様に、手数料

は無料とし、写しの交付の

場合は実費（コピー代等）

の負担を求めることとし

ます。 

決 
定 
期 
限 

開示請求：請求日か

ら１５日以内（請求

日から３０日までの

延長可）と定めてい

ます。 

請求日から３０日

以内（追加で３０日

までの延長可）と定

められています。 

開示・訂正・利用停止請求

のいずれについても、請求

日から１５日以内（請求日

から３０日までの延長可）

とします。（訂正・利用停

止請求については、決定ま

での期限を現行条例より

短縮することとします。） 

訂正・利用中止請求：

請求日から２０日以

内（請求日から６０

日までの延長可）と

定めています。 



5 
 

項目 現行条例 改正個人情報保護法 改正条例 

◆行政機関

等匿名加工

情報の提供 
（注５） 

規定はありません。 

都道府県・政令指定

都市については提

案募集が義務付け

られますが、それ以

外の地方自治体で

は、当分の間、導入

は任意となってい

ます。 

令和５年４月１日時点の

導入は見送り、導入が義務

付けられた都道府県・政令

指定都市の状況を踏まえ

て、今後の導入を検討する

こととします。 

◆区議会の

取扱い 

区議会は、実施機関

の１つとして条例が

適用されています。 

改正法は、区議会に

は適用されません。 
区議会は、改正条例の適用

外とします。 

 
（注３）条例要配慮個人情報 

改正法では、人種、信条、社会的身分等が含まれる個人情報を「要配慮個人情報」と

定めており、それ以外に地域の特性その他の事情に応じて、取扱いに特に配慮を要する

ものとして、条例で「条例要配慮個人情報」を定めることができるとされています。 
 

（注４）個人情報ファイル簿 
事業・業務等を単位とした「個人情報ファイル」（個人情報を含む情報の集合体）につ

いて、その個人情報の利用状況等を記載した帳簿のことです。改正法では、対象外とな

る一定のもの（取扱人数１，０００人未満）を除き、個人情報ファイル簿の作成・公表

義務が定められています。 
 

（注５）行政機関等匿名加工情報 
個人情報を特定の個人を識別することができないように加工し、かつ復元できないよ

うにしたもの。改正法では、民間事業者において利活用するための提案募集の仕組みが

設けられています。 


